宣伝スポットひな形＊2015年1月　アレンジしてください　消費税廃止中央各界連

こんにちは。消費税廃止各界連絡会です。消費税増税中止を求める宣伝署名を行っています。
●1月もはや月末になろうとしています。みなさんのくらしやお仕事の状況はいかがでしょうか。内閣府が１月13日に公表したミニ経済白書では、昨年４月の消費税増税後、増税に伴う物価上昇が実質所得を減少させ、個人消費を１兆円弱押し下げたそうです。大変な事態です。年金削減や社会保障の制度改悪も深刻です。安心して生活できる社会をつくることが政治の責任なのに、今の社会はそうなっていません。ただでさえ苦しい庶民には増税や社会保障削減を押し付け、大企業はさらに優遇する。どこか間違っているのではないでしょうか。
●大企業が儲かれば、賃金や雇用、設備投資などが増え、消費や景気も改善する、というのが、「アベノミクス」のトリクルダウンの考え方です。しかし、私たちのくらしに本当に回ってくるのでしょうか。資本金10億円以上の大企業の内部留保は、15年で138兆円も上積みされ、過去最高の285兆円に達しています。一方、民間労働者の給与の総額は23兆円も減っています。
●OECD（経済協力開発機構）は昨年12月、「所得格差は経済成長を損なう」とトリクルダウンを否定する見解を発表しました。「所得格差を是正すれば経済成長は活性化される」という分析を発表しています。机の上で考えられたトリクルダウンはすでに破たんしています。

●それではどうすればいいのでしょうか。内部留保のごく一部を使えば、月2万円の大幅賃上げが十分に可能だという試算があります。国民のふところを直接あたためれば消費も増えて経済が活性化するのではないでしょうか。そして、何よりも大きな効果があるのは消費税の増税を中止し、税率を引き下げることだと私たちは考えています。
●日本国憲法の原則は、能力に応じて税金を支払い、国民のくらし、福祉優先に使うことです。2015年度の予算案が閣議決定され、24日からの通常国会で審議が始まりますが。予算案では、国民の暮らしのための予算が削られる一方、増えているのは防衛費だけです。安倍首相は、国民の不安に耳を貸さず、「海外で戦争する国づくり」に足を踏み出そうとしています。消費税増税はまさに戦費調達のため。戦争財源として消費税をさらに増税するなどもってのほかです。
●大企業や大金持ちが得する税制をあらため、応分の負担をしてもらう税制に改めさせましょう。国民のフトコロを直接あたため、消費購買力を高め、地域の経済を活性化させ、内需主導に転換する経済政策をすすめれば、消費税増税は必要ありません。消費税増税なしでも社会保障の財源確保も確保でき、財政危機も打開できます。

●みなさん、政府与党が政権を維持したのは選挙制度のからくりで、民意は「増税中止」を求めています。しかし、消費税大増税も、戦争する国づくりも、憲法改悪もなんでもできると勘違いしています。憲法をくらしにいかした政治をすすめさせるため、私たち主権者がきっちり監視し、声をあげていきましょう。通常国会に提出する「消費税増税中止を求める請願署名」へのご協力をお願いします。
